
四日市市告示第 334号 

 四日市市テナント賃料減免等支援補助金交付要綱を次のように定める。 

  令和 2年 5月 19日 

                             四日市市長  森 智広 

 

   四日市市テナント賃料減免等支援補助金交付要綱 

 

 （目的） 

第 1条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、テナント等においては一時的

に賃料の支払いが困難となるなどの状況が生じていることから、建物の賃貸人に減免など特

段の配慮を促すため、その減免額の一部を補助することにより、テナント等の事業の継続を

下支えすることを目的とする。 

 （用語の定義） 

第 2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

 (1) 賃貸人 建物の一部又は全部を、賃料を徴収して貸す者をいう。 

 (2) テナント等 建物の一部又は全部を賃貸人から借り受けて、事務所や店舗として使用

する者のうち、次に掲げる要件をすべて満たす者をいう。 

  ア 中小企業基本法第 2条に定める中小企業者であること 

  イ 宗教活動又は政治活動を目的とする事業を営んでいないこと 

  ウ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第 2条第 6項から第 10項に定め 

る事業を営んでいないこと 

エ 公序良俗に反する等、市長が不適当と認める事業を営んでいないこと 

オ 第 3条第 4号ア及びイに該当しないこと 

 (3) 賃料 テナント等が、賃貸人との間で建物賃貸借契約を締結し、賃貸人に対して定期

的に支払う賃料をいう。 

(4) 減免 建物賃貸借契約で定めた賃料を減額又は免除することをいう（すでに徴収した賃

料を返還する場合も含む。）。 

 （補助対象者） 

第 3条 補助金の交付対象となる者は、次の各号に掲げる要件をすべて満たす者とする。 

 (1) 四日市市内にある建物について、テナント等と建物賃貸借契約を締結している賃貸人

であること。 

 (2) 賃貸人である個人又は法人の代表者とテナント等である個人又は法人の代表者が同一

ではないこと。 

 (3) 市税を滞納していないこと。 

 (4) 次に掲げるいずれかに該当しないこと。 

  ア 次に掲げるいずれかの法人 

    (ｱ) 暴力団（四日市市暴力団排除条例（平成 23年四日市市条例第 9号。以下「条例」 

という。）第 2条第 1号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）である者 



    (ｲ) 当該法人の役員が暴力団員（条例第2条第 2号に規定する暴力団員をいう。以下 

同じ。）である者 

    (ｳ) 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

  イ 次に掲げるいずれかの個人 

   (ｱ) 暴力団員である者 

   (ｲ) 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

 （補助対象経費、補助率、補助限度額及び交付申請期間） 

第 4条 補助対象経費、補助率、補助限度額及び交付申請期間は、別表のとおりとし、予算の

範囲内で交付するものとする。 

2 補助金の額に 1,000 円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。 

3 他団体からの助成金等の交付を受ける場合は、当該助成金等を充当する経費については、

補助対象経費に算入しないものとする。 

 （交付申請） 

第 5条 補助金の交付を受けようとする者は、次の各号に掲げる書類を添付し、四日市市テナ

ント賃料減免等支援補助金交付申請書（第 1号様式）を市長に提出しなければならない。 

 (1) 交付金額計算書（第 2号様式） 

 (2) 誓約書（第 3号様式） 

(3) 完納証明書 

 (4) 賃料の減免についてテナント等と合意したことを示す書類の写し  

(5) テナント等との賃料減免前の建物賃貸借契約書等、減免前の賃料が確認できる書類の写   

 し 

 (6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

2 前項の申請は、1賃貸人につき 1年度 1回限りとする。 

 （交付決定） 

第 6条 市長は、前条の規定による申請書の提出があった場合、その内容を審査し、補助する

ことが適当と認めたときは、四日市市テナント賃料減免等支援補助金交付決定通知書（第 4

号様式）により、交付しないと決定した場合にあっては四日市市テナント賃料減免等支援補

助金不交付決定通知書（第 5号様式）により、それぞれ申請者に通知するものとする。 

2 市長は、補助金の交付決定に当たり、必要な条件を付することができる。 

（概算払請求及び交付）  

第 7条 前条の交付決定の通知を受けた申請者は、四日市市テナント賃料減免等支援補助金概

算払請求書（第 6 号様式）により市長に補助金の概算払請求をすることができる。ただし、

概算払請求をすることができる額は、減免を実施した賃料の額を対象経費として算出した補

助金の額を限度とする。 

 （計画変更） 

第 8条 申請者は、補助金の交付決定を受けた後において、テナント等への賃料の減免に関す

る経費その他の事項を変更しようとする場合又は賃料の減免等を中止しようとする場合は、

直ちに市長に四日市市テナント賃料減免等支援補助金計画変更承認申請書（第 7号様式。以



下「計画変更承認申請書」という。）を提出し、承認を受けなければならない。 

2 市長は、前項の規定による計画変更承認申請書の提出があったときは、変更内容を審査し、

第 6条の規定による決定の変更を承認することができる。 

 （変更決定） 

第 9条 市長は、前条第 2項の規定により、四日市市テナント賃料減免等支援補助金の決定の

変更を承認したときは、四日市市テナント賃料減免等支援補助金変更決定通知書（第 8号様

式）により申請者に通知するものとする。 

 （権利の譲渡等の禁止） 

第 10条 申請者は、補助金の交付を受ける権利を譲渡し、又は担保に供してはならない。 

 （実績報告及び補助金の請求） 

第 11 条 申請者は、補助金の交付を受けようとするときは、テナント等への賃料減免の実施

後 30日以内又は令和 2年 9月 30日のいずれか早い日までに、四日市市テナント賃料減免等

支援補助金実績報告書兼請求書（第 9 号様式。以下「実績報告書兼請求書」という。）に必

要書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 （補助金額の確定及び補助金の交付） 

第 12 条 市長は、前条の規定による実績報告書兼請求書を受理したときは、その内容を審査

し、補助することが適当と認めたときは交付すべき補助金の額を確定し、実績報告書兼請求

書に基づき、補助金を交付するものとする。 

 （交付の決定の取り消し及び補助金の返還） 

第 13 条 市長は、申請者が第 3 条に規定する交付の対象となる条件に違反したと認めたとき

は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、当該取消しに係る補助金の返還を命じること

ができる。 

2 前項の規定による補助金返還命令は、補助金返還命令書（第 10号様式）によるものとする。 

 （書類の整備） 

第 14条 補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を整

備し、補助金の交付を受けた日の属する年度の終了後 5年間、保管しておかなければならな

い。 

 （調査） 

第 15条 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認めたときは、

申請者に対し、報告を求め、又は調査を行うことができる。 

 （補助金の評価） 

第 16 条 市長は、当該補助金に関する評価を常に行い、その必要性及び効果について十分に

検証するものとする。 

2 市長は、前項による検証の結果、必要と認めたときは、要綱の改正又は廃止その他の適切

な措置を講じるものとする。 

 （補則） 

第 17 条 四日市市補助金等交付規則（昭和 57 年四日市市規則第 11 号）及びこの要綱に定め

るもののほか、補助金の執行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 



   附 則 

 （施行期日） 

1 この要綱は、令和 2年 5月 19日から施行する。 

 （有効期限） 

2 この要綱は、第 14 条の規定を除き、令和 3 年 3 月 31 日限り、その効力を失う。ただし、

この要綱の失効前に交付決定された事業については、なお従前の例による。 

（商工農水部商工課） 



別表（第 4条関係） 

補助対象経費 
補助率 補助限度額 交付申請期間 

項目 内訳 

賃料 

令和 2 年 5 月から 7 月分

のテナント等への賃料の減

免額（申請時点ですでに減免

済の場合も対象とする） 

1/2 以内 

1テナント当たり 

月額上限 75千円 

3カ月の上限 225千円 

令和 2年 5月 20

日から令和 2年

9月 30日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 1号様式（第 5条関係） 

 

四日市市テナント賃料減免等支援補助金交付申請書 

年  月  日  

（あて先） 

四日市市長 

（申請者）         

住 所          

名 称          

氏 名            印 

 

四日市市テナント賃料減免等支援補助金の交付を受けたいので、四日市市テナント賃料減免

等支援補助金交付要綱第5条第 1項の規定に基づき、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

1 補助金交付申請額   金          円 

 

2 賃貸物件の概要 

建物の名称 建物の所在地 

  

  

  

  

  

  

 

3 添付書類 

☐交付金額計算書（第 2号様式） 

☐誓約書（第 3号様式） 

☐完納証明書 

□賃料の減免についてテナント等と合意したことを示す書類の写し 

☐テナント等との賃料減免前の建物賃貸借契約書等、減免前の賃料が確認できる書類の  

写し 

  □その他、市長が必要と認める書類 

 



第2号様式（第5条関係）

補助金交付額の上限は、減免額の1/2以内、テナント１件につき１カ月当たり75,000円以内です。

（単位：円）

5月分 6月分 7月分

賃料の減免額(①) 賃料の減免額(①) 賃料の減免額(①)

交付金額①の1/2

（75,000円以内)

交付金額①の1/2

（75,000円以内)

交付金額①の1/2

（75,000円以内)

9

10

8

7

6

5

4

3

1

※「資本金」及び「常時使用する従業員数」の欄は、テナントが法人の場合のみ記入してください。
交付合計額(1,000円未満切り捨て）

交付金額計算書

No 建物の名称

テナントの概要

交付金額
総額名称 賃借人名 業種 資本金

常時使用する
従業員数

2



第 3号様式（第 5条関係） 

誓  約  書 

  年  月  日  

（あて先） 

四日市市長 

（申請者）         

住 所          

名 称          

氏 名            印 

 

 

 四日市市テナント賃料減免等支援補助金の申請にあたり、下記の事項について誓約し

ます。 

 なお、誓約した事項に偽りがあることが判明した場合には、交付された四日市市テナ

ント賃料減免等支援補助金を全額返還することに同意します。 

 

1 市税を滞納していません。 

 

2 関係する法令等の規定を遵守しています。 

 

3 以下の項目に該当しません。 

（1）暴力団（四日市市暴力団排除条例（平成 23年四日市市条例第 9号。以下「条例」とい 

う。）第 2条第 1号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）である者 

（2）法人である場合、役員が暴力団員（条例第 2条第 2号に規定する暴力団員をいう。以下 

同じ。）である者 

（3）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

 

4 申請書の記載内容及び添付書類に一切の虚偽はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 4 号様式（第 6 条関係） 

  第  号 

 

住 所         

名 称         

氏 名         

 

四日市市テナント賃料減免等支援補助金交付決定通知書 

 

年  月  日付けで交付申請のあった四日市市テナント賃料減免等支援補助金につい

ては、四日市市テナント賃料減免等支援補助金交付要綱第 6条第 1項の規定に基づき、下記の

とおり交付することに決定したので通知します。 

 

年  月  日 

四日市市長      印 

 

記 

 

1 補助金額   金          円 

 

2 補助金交付の条件 

(1) 四日市市補助金交付規則及び四日市市テナント賃料減免等支援補助金交付要綱の規定を

遵守すること。 

(2) この補助金の交付に係る関係書類は、事業完了後 5年間保存しなければならない。 

(3) この補助金の交付については、後日市が報告を求め、調査を行うことがある。 



第 5 号様式（第 6 条関係） 

  第  号 

 

住 所         

名 称         

氏 名         

 

四日市市テナント賃料減免等支援補助金不交付決定通知書 

 

年  月  日付けで交付申請のあった四日市市テナント賃料減免等支援補助金につい

ては、下記のとおり交付できませんので通知します。 

 

年  月  日 

四日市市長     印 

 

記 

 

1 不交付の理由 



第 6号様式（第 7条関係） 

 

四日市市テナント賃料減免等支援補助金概算払請求書 

年  月  日  

（あて先） 

四日市市長 

（申請者）         

住 所          

名 称          

氏 名            印 

  

四日市市テナント賃料減免等支援補助金交付要綱第 7条の規定に基づき、補助金を概算請求

します。  

  

1 補助金概算払請求額   金          円 

（補助金交付決定額   金          円） 

  

2 添付書類 

☐賃料を減免したことを証明する書類の写し（賃料振込先通帳、賃料を返還した場合の領

収書等） 

  ☐債権者登録申出書兼口座振込申出書（すでに提出済の場合は不要） 

□その他、市長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 7 号様式（第 8 条関係） 

年  月  日 

（あて先） 

四日市市長 

（申請者）         

住 所          

名 称          

氏 名        印 

 

四日市市テナント賃料減免等支援補助金計画変更承認申請書 

 

年  月  日付け  第  号で交付決定通知のあった四日市市テナント賃料減免等

支援補助金について下記のとおり計画を変更したいので、四日市市テナント賃料減免等支援補

助金交付要綱第 8条第 1項の規定に基づき承認されたく申請します。 

 

記 

 

1 補助金変更申請額   金          円 

 

2 変更の理由 

 

3 変更の内容 



第 8号様式（第 9条関係） 

 第  号 

 

住 所         

名 称         

氏 名         

 

四日市市テナント賃料減免等支援補助金変更決定通知書 

 

年  月  日付けで交付申請のあった四日市市テナント賃料減免等支援補助金の計画

変更を承認したので、四日市市テナント賃料減免等支援補助金交付要綱第9条の規定に基づき、

下記のとおり交付することに決定したので通知します。 

 

年  月  日 

四日市市長     印 

 

記 

 

1 変更決定額   金          円 

 

2 計画変更の内容 

 

3 条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 9号様式（第 11条関係） 

年  月  日 

（あて先） 

四日市市長 

（申請者）         

住 所          

名 称          

氏 名            印 

 

 

四日市市テナント賃料減免等支援補助金実績報告書兼請求書 

 

四日市市テナント賃料減免等支援補助金交付要綱第 11 条の規定により、補助金の交付を受

けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

また、確定した補助金の額（交付済額がある場合は、その額を差し引いた額）と同額を請求

します。 

 

記 

 

1 補助金交付申請額   金          円 

 

2 添付書類 

☐賃料を減免したことを証明する書類の写し（賃料振込先通帳、賃料を返還した場合の領

収書等） 

☐債権者登録申出書兼口座振込申出書（すでに提出済の場合は不要） 

  □その他、市長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 10号様式（第 13条関係）                  

          第  号 

 

住 所         

名 称         

氏 名         

 

補助金返還命令書 

 

四日市市テナント賃料減免等支援補助金交付要綱第 13 条の規定により、次のとおり補助金

の返還を命じます。 

 

補助金の返還を

命 ず る 理 由 

 

 

 

補助金返還額              円 

納 入 期 限 年   月   日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


